
平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

予算額 ０円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 1,118.9百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 321.6百万円 ※※※ ※※※ ※※※

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度 担当課

健
康
増
進
課
・
子
ど
も
子
育
て
推

進
室

子
ど
も
子
育
て
推
進

室
・
幼
児
課

子
ど
も
子
育
て
推
進
室
・
学
校
教
育
課

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

◆公設、民設児童育成クラブ運営

◆民設児童育成クラブ開設募集

◆学びの教室の実施

◆放課後自習広場の開設

政策１　　　　ずっと安心　＜草津の教育・福祉政策＞

マ
タ
ニ
テ
ィ
ー

マ
ー

ク
、

ベ

ビ
ー

カ
ー

マ
ー

ク
な
ど
の
普

及
啓
発

今後の取り組みの方向性

◆継続実施

◆実施

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施

2

待
機
児
童
の
解
消

1

◆継続実施

◆待機児童の解消に向けて、保育施
設の整備や認定こども園への移行を
推進するとともに、保育士の安定的
な確保のための支援を行う。

◆平成2６年４月時点では待機児童が県
内ワーストワンの９１人となり、緊急対
策として小規模保育施設を公募するな
ど、平成２６年度および平成２７年度の
施設整備等により４９４人の定員拡大を
図った。

当
初
実
行
計
画

当
初
実
行
計
画

◆妊娠届時に妊婦に対して、「マタ
ニティマーク」の啓発を実施し、ま
た、周囲への啓発として公共施設等
へのポスター掲示等を行い、妊婦
が、安心して外出できるように支援
する。

◆ベビーカーマークの普及啓発によ
り、安心して子どもを生み、子育て
できるあたたかいまちづくりを推進
する。

◆妊娠届時に妊婦に対して、「マタニ
ティマーク」の啓発を実施している。

◆新規事業

◆普及啓発事業の実施、マタニ
ティマークの活用度および認知度
等を把握

◆普及啓発事業検討

3

放
課
後
の
子
ど
も
の
居
場
所
づ
く
り

◆民設の児童育成クラブの増設等を
図り、放課後の子どもの居場所とし
て児童育成クラブを整備する。

◆小学５年生から中学３年生を対象
とした「草津市土曜日学びの教室」
「草津市放課後学びの教室」を開催
し、基礎学力の向上を図る。

◆平成２８年度より、小学１年生か
ら４年生を対象に、放課後の時間帯
に自学自習をする「放課後自習広
場」を開設し、学習習慣の定着を図
る。

◆公設民営のびっ子老上西を開設すると
ともに、保護者の多様なニーズや児童数
の増加に迅速に対応するため民設の児童
育成クラブの整備を進め、概ね入所希望
者の調整を図ることができ、放課後の子
どもの居場所づくりを進めることができ
た。
＜児童育成クラブ整備状況＞
平成２７年度
　・３箇所開設
　・３箇所整備（平成２８年度開設）
　・公設民営のびっ子老上西整備
　　（平成28年度開設）

◆平成２４年度から「土曜日学びの教
室」を２会場で開設した。平成２７年度
はさらに「放課後学びの教室」を新たに
２会場で開設した。平成２７年度末に参
加した児童生徒へ実施したアンケートで
は、８７％以上の児童生徒が「学力が
アップしたと思う」と回答している。

◆新規事業

当
初
実
行
計
画

◆施設整備、認定こども園の移行

◆保育士確保への支援検討、実施

◆継続実施

◆継続実施

ど
こ
よ
り
も
安
心
し
て
子
ど
も
を
生
み
、

子
育
て
で
き
る
ま
ち
を
実
現
し
ま
す
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平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度 担当課

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

政策１　　　　ずっと安心　＜草津の教育・福祉政策＞

今後の取り組みの方向性

予算額 25,2百万円 ※※※ ※※※ ※※※

健
康
増
進
課
・
子
ど
も
家
庭
課
・
子
ど
も
子
育
て
推
進
室

◆子育て相談センターの設置
(H28.6～）
妊娠届時における専門職による総
合相談の実施

　
◆産前・産後サポート事業・産後
ケア事業の実施

◆多胎児家庭育児支援事業、草
津っ子サポート事業を実施

◆ホームスタート事業について、
調査検討、事業主体となる民間団
体の調整

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施

◆実施

4

出
産
・
育
児
の
切
れ
目
の
な
い
相
談
体
制
の
確
立

◆「子育て相談センター」を開設
し、妊娠期から子育て期の方に、専
門職による総合相談を実施し、母子
保健・子育て情報の提供や相談支援
の充実を図る。

◆産後１か月までの早期の時期に産
婦の心身の状態や育児について電話
相談を行う（産前・産後サポート事
業）。また、４か月未満の家族等の
支援が得られない育児不安や心身に
不調のある母子を対象に助産師等の
訪問、医療機関等での宿泊により産
婦の心身のケアや育児指導等を行う
（産後ケア事業）。

◆子どもが１歳までの家庭に子育て
応援ヘルパーを派遣し、保護者の精
神的、身体的負担の軽減を図る。

◆就学前の児童がいる家庭に、地域
ボランティアによる家庭訪問型子育
て支援（ホームスタート事業）を行
い、子育て家庭の孤立防止を図る。

◆子育て相談センターは新規事業
妊娠届時に、専門職による相談を全件実
施に拡大した。

◆新規事業

◆新規事業

◆新規事業

当
初
実
行
計
画

ど
こ
よ
り
も
安
心
し
て
子
ど
も
を
生
み
、

子
育
て
で
き
る
ま
ち
を
実
現
し
ま
す
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平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度 担当課

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

政策１　　　　ずっと安心　＜草津の教育・福祉政策＞

今後の取り組みの方向性

◆妊婦健診（公費負担）の実施・
負担額拡充の検討

◆特定不妊治療費助成・男性不妊
治療費助成の実施

◆未就学児の通院・入院医療費お
よび小中学生の入院医療費の助成

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施

◆小中学生への医療費助成の充実
を検討・実施

予算額 445.1百円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 8.4百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 0.8百万円 ※※※ ※※※ ※※※

幼
児
課

健
康
増
進
課
・
保
険
年
金
課

男
女
共
同
参
画
室
、

職
員
課
、

子
ど
も
子
育
て
推
進
室
・
住
宅

課

妊
娠
時
、

子
育
て
時
の
経
済
的
負
担
の
軽
減

◆受診券による公費負担助成を実施して
いる。平成25年度に助成上限額を
９４，５６０円に拡充。妊娠週数に応じ
た望ましい妊婦健診受診回数を受診する
妊婦の割合から見ても、一定の効果は得
られている。

◆特定不妊治療費助成は、平成２５年度
は１９８件、平成２６年度は２３６件の
申請があった。
（男性不妊治療費助成は、新規事業）

◆平成１５年８月診療分から、就学前児
童の通院・入院医療にかかる一部負担金
の全部に対する助成を行うとともに、平
成２０年10月受診分からは小中学生の
入院医療にかかる一部負担金の全部に対
しても助成を行うことにより、子育て世
帯の経済的負担の軽減を図っている。

当
初
実
行
計
画

◆事業者に対してワーク・ライフ・
バランス推進を推奨するとともに、
女性の活躍推進のために、経営者・
管理職等の意識改革を行う事業を実
施する。

◆住宅困窮者への住宅供給の一環と
して、公営住宅や民間賃貸住宅等へ
の子育て世代の入居を促進します。

◆新規事業

◆新規事業

◆継続実施

◆実施

7

多
子
世
帯
の
負
担
軽

減
の
拡
大

◆多子世帯にかかる利用者負担額を
軽減するとともに、多子世帯にかか
る保育要件の緩和について、検討す
る。

当
初
実
行
計
画

◆妊婦健診費の公費負担助成を行う
ことで、経済的負担の軽減を図る。

◆不妊治療の一部助成を行うこと
で、経済的負担の軽減を図る。

◆就学前児童および小中学生の医療
費一部負担金に対して助成を行うと
ともに、助成制度を充実させ、子育
て世帯の経済的負担の軽減を図る。

5

◆他市の状況を勘案しながら県制度の実
施の検討を行った。

6

第
２
子
の
壁
解
消
へ
の
支
援

強
化

◆継続実施

◆実施 ◆継続実施

◆県制度の実施、次年度以降の制
度の検討

◆保育要件の緩和の検討

当
初
実
行
計
画

◆意識改革を行う事業の実施

◆草津市住宅マスタープランの改
定（三世代同居、近住政策の検
討）

◆継続実施

ど
こ
よ
り
も
安
心
し
て
子
ど
も
を
生
み
、

子
育
て
で
き
る
ま
ち
を
実
現
し
ま
す
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平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度 担当課

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

政策１　　　　ずっと安心　＜草津の教育・福祉政策＞

今後の取り組みの方向性

予算額 10.5百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 15.0百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 18.7百万円 ※※※ ※※※ ※※※

子
ど
も
子
育
て
推
進
室

拠
点
施
設
整
備
室
・
子
ど
も
子
育
て
推
進
室
・
公
園
緑
地

課

子
ど
も
子
育
て
推
進
室

8

子
育
て
情
報
ア
プ
リ

の
充
実

◆子育て応援サイトのリニューアル
とアプリの構築により、能動的に子
育て情報を発信できるようになり、
必要な子育て情報をタイムリーに届
けることで、充実した子育てに寄与
する。

◆子育て応援サイト「ぽかぽかタウン」
の構築により、１日約１，０００件のア
クセス、約８５０人のメール配信登録が
あり、子育て中の保護者の子育て情報の
取得に寄与した。

当
初
実
行
計
画

◆継続実施

◆（仮称）市民総合交流センター
の管理運営計画の検討

◆南草津周辺での子育て支援拠点
施設整備の検討・実施

◆児童公園・児童遊園施設改修
（３か所）

◆工事

◆継続実施

◆子育て支援
室（あそびの
広場）開設

◆子育て応援サイトリニューア
ル、アプリ構築、運営保守

9

子
育
て
環
境
、

親
子
の
遊
び
場
の
充
実

◆草津駅前の子育て支援拠点施設と
して、（仮称）市民総合交流セン
ター内に子育て支援室（あそびの広
場）を設置する。

◆人口増加の著しい南草津周辺や草
津駅前に子育て支援拠点施設を整備
することにより、より多くの保護者
や児童の交流、子育ての不安感の解
消に繋がる。

◆老朽化した児童公園・児童遊園に
ついて、外遊びやボール遊びなど地
域のニーズに応じた公園のリニュー
アルを実施し、子育て環境の充実を
図る。

◆（仮称）市民総合交流センターの整備
に向けて、平成２５年度に基本構想を策
定し、平成２６年度に基本計画・基本設
計、平成２７年度に実施設計を完了し
た。

◆１箇所の子育て支援センター、２箇所
の地域子育て支援センター、4箇所のつ
どいの広場、1箇所の児童館を運営し、
親子の交流や相談の場の提供により、子
育ての喜びや悩みを分かち合える環境づ
くりを進めた。

◆地元町内会との意見調整を行い、地域
ニーズ、地域の実情に即した公園のリ
ニューアルを行うことができ、より一層
の愛着を持って日常管理をしていただけ
る契機となった。この再整備事業で平成
２７年度末までに２４か所の再整備を完
了した。

当
初
実
行
計
画

◆継続実施当
初
実
行
計
画

◆病児・病後児保育施設の開設支
援（市南部周辺１箇所）

　

◆病児・病後児保育室オルミス運
営

◆実施

◆継続実施

10

病
児
・
病
後
児
保
育
の
充

実

◆人口増加の著しい市南部周辺に開
設をすることにより、安心して就労
できる環境づくりを図ることができ
る。

◆病児・病後児保育室オルミスを平成２
１年度に開設し、就労家庭の保護者が安
心して病気の児童を預け、安心して就労
できる環境づくりを図ることができた。

ど
こ
よ
り
も
安
心
し
て
子
ど
も
を
生
み
、

子
育
て
で
き
る
ま
ち
を
実
現
し
ま
す

- 4 -



平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度 担当課

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

政策１　　　　ずっと安心　＜草津の教育・福祉政策＞

今後の取り組みの方向性

予算額 90.4百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 0.3百万円 ※※※ ※※※ ※※※

子
ど
も
家
庭
課
・
発
達
支
援
セ
ン
タ
ー

男
女
共
同
参
画
室

当
初
実
行
計
画

◆モデル事業として市内１箇所で
実施、検証

◆家庭児童相談体制の機能強化を
検討

◆子育て支援サポーター育成講座
を実施、保護者向け講座を実施

◆関係機関と連携支援の継続実施
（就学前、学齢期、学校卒業後の
青年期、成人期）

◆継続実施

◆実施

◆継続実施

◆継続実施

◆市内２ヵ所
で実施

◆継続実施

仕
事
と
生
活
の
調
和
の

実
現
を
め
ざ
し
た
取
り

組
み

◆新規事業

◆市内３カ所
実施

◆意識改革を行う事業の実施 ◆継続実施

11

様
々
な
家
庭
・
子
ど
も
へ
の
支
援
強
化

◆ひとり親家庭の子どもを対象に、
生活・学習習慣の習得、学習支援す
る「子どもの居場所」を設置する。

◆児童虐待防止、社会的養護の充実
のため、家庭相談体制の機能充実を
図る。

◆子育て支援サポーター（オレンジ
メイト）の育成講座を実施し、保育
等の指導現場で活用を図るととも
に、保護者向け講座を実施し普及啓
発を図る。

◆関係機関と連携し、切れ目のない
支援を行うことによって発達支援セ
ンターの充実に努める。

◆新規事業

◆家庭児童相談員を平成２４年度から毎
年１名ずつ増員し平成２７年度は７名配
置し、相談体制の充実を図った。

◆平成２４年度から毎年、笑顔がいっぱ
い楽しい子育て講座として保護者向けに
年２回、３回連続講座を実施した。

◆児童発達支援センターとして、通所支
援（児童発達支援　湖の子園）や地域支
援（保育所等訪問支援、障害児相談支
援）に取り組み、専門的な支援を実施し
てきた。

12

◆事業者に対してワーク・ライフ・
バランス推進を推奨するとともに、
女性の活躍推進のために、経営者・
管理職等の意識改革を行う事業を実
施する。

当
初
実
行
計
画

ど
こ
よ
り
も
安
心
し
て
子
ど
も
を
生
み
、

子
育
て
で
き
る
ま
ち
を
実
現
し
ま
す

- 5 -



平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度 担当課

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

政策１　　　　ずっと安心　＜草津の教育・福祉政策＞

今後の取り組みの方向性

予算額 19.6百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 103.4百万円 ※※※ ※※※ ※※※

企
画
調
整
課
・
子
ど
も
子
育
て
推
進

室

学
校
教
育
課
・
学
校
政
策
推
進
課

13

結
婚
支
援
へ
の
取
り
組
み

◆新規事業

◆新規事業

◆継続実施

◆継続実施

14

子
ど
も
の
生
き
る
力
を
育
む
教
育

◆オンライン授業（英語）を導入
し、モデル校で実施する。６中学校
にALT、１４小学校にJTEを配置
する。

◆草津市国際交流協会（KIFA）、
立命館大学と連携を図り、留学生と
の交流活動を行う。

◆校外学習での交流、地域人材の活
用、遠隔授業等により、外国の人々
との交流活動を実施する。

◆ことばの教室の増設により、支援
が必要な幼児の受け入れの充実を図
り、特別支援教育をさらに推進す
る。また、学校すこやかサポート支
援員の配置により、特別支援を要す
る児童生徒の学習支援や生活支援の
充実を図る。平成２８年度から、市
内の３小学校にインクルーシブサ
ポーターを配置し、生活学習全般に
支援を要する児童の支援を図る。

◆民間委託による学校司書や学校図
書館運営サポーター、学校図書館ボ
ランティアの活用により、学校図書
館の毎日開館をめざす。また、学校
図書館運営部会を定例化する。

◆「草津市教育情報化推進計画（平
成２８年度～平成３２年度）」に基
づく事業を展開する。

◆平成２７年度に「草津市英語教育推進
計画」を策定し、平成２８年度から平成
３１年度までの草津市の英語教育の基本
的な方向性を市内全体に示すことができ
た。

◆各学校の創意ある活動を通して、児童
生徒が留学生と親しく交流でき、異文化
交流・異文化理解につながった。

◆草津市ことばの教室は、指導員を段階
的に増やし、平成１７年度に３６名で
あった相談者数が、平成２７年度には１
４３名となった。通級指導教室は平成２
７年度の新設により、受け入れ人数を増
やすことができた。また、学校すこやか
サポート支援員を配置することにより、
各校の特別支援推進体制を充実すること
ができた。

◆学校司書、学校図書館運営サポー
ター、学校図書館ボランティアの配置を
工夫し、平成２７年度には市内小中学校
19校中14校で学校図書館を毎日開館し
た。

◆平成25年度より導入したタブレット
端末の利用を推進し、初期段階として
は、児童生徒の学習意欲の向上やスキル
の習得に一定の成果が得られた。

◆結婚に対する取り組みを主とし
て、ライフデザイン全般に対する取
り組みを総合的にサポートする出会
い交流促進事業の展開を図る。

◆経済的理由で結婚に不安を抱える
世帯を対象に、結婚に伴う新生活の
スタート時に必要な新居購入や賃
貸、引越しに係る費用を補助する。

◆事業の実施

◆事業の実施

◆事業の実施

◆学校図書館を毎日開館する学校
の増加、学校図書館運営部会の定
例開催
毎日開館する学校　18/20校

◆草津市教育情報化推進計画に基
づく事業展開

◆支援の検討、事業実施

◆結婚新生活支援

当
初
実
行
計
画

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施

◆市内全小中
学校における
図書館の毎日
開館、学校図
書館運営部会
の定例開催の
実施

◆継続実施

◆継続実施

当
初
実
行
計
画

ど
こ
よ
り
も
安
心
し
て
子
ど
も
を
生
み
、

子
育
て
で
き
る
ま
ち
を
実
現
し
ま
す

未
来
を
担
う
人
材
を
育
成
し
、

教
育
環
境
の
一
層
の
充
実
を
図
り
ま
す
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平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度 担当課

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

政策１　　　　ずっと安心　＜草津の教育・福祉政策＞

今後の取り組みの方向性

予算額 0.3百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 7.1百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 7.6百万円 ※※※ ※※※ ※※※

学
校
教
育
課

学
校
教
育
課
・
学
校
政
策
推
進
課

ス
ポ
ー

ツ
保
健
課

15

学
校
の
教
育
力
の
向
上

◆研修講座を通し、市内公立保・
幼・こども園・小・中学校教職員、
市内私立保・幼・こども園教職員を
対象に、様々な分野から教職員の資
質向上、とりわけ指導力、人権感
覚、今日的教育課題に的確に対応し
うる能力の養成を目指す。

◆教育現場に活かせるように、演習や実
技等を取り入れた参加型の研修を実施し
た。また、今日的教育課題に応える内容
の研修を実施することができた。

当
初
実
行
計
画

◆事業の実施 ◆継続実施

◆新規事業

◆新規事業

◆校務支援システムによる学籍管理や出
席簿などの作成を実施した。

当
初
実
行
計
画

◆事業の実施

◆市内７小学校で実施

◆市内全小中学校で実施

◆市内全小中
学校で実施16

「

チ
ー

ム
学
校
」

の
実
現

◆福祉や精神保健の専門家であるス
クールソーシャルワーカーを配置
し、福祉や医療などの関係機関と連
携したりすることで、個々の課題の
解決を図る。また、学校の教育力・
組織力の向上につながる「チーム学
校」の実現を図ることにより、安
全・安心な子育ての充実につなげ
る。

◆学校、家庭、地域の組織的な連携
と協働体制を確立するために、地域
協働合校の機能と学校関係者評価の
機能を融合させた「学校運営委員
会」を設置し、家庭や地域の参画を
得ながら学校運営の充実を図る。ま
た、学校運営委員に地域コーディ
ネーターを参画させ、地域協働学校
との連携を図る。

◆児童生徒の学籍管理や出席簿管
理、成績管理等を校務支援システム
を活用して行うことにより、事務処
理時間の短縮を図り、教職員が児童
生徒に向き合う時間を確保する。

◆市内全小学
校と３中学校
で実施

◆継続実施

◆市内全小学
校で実施

◆継続実施

17

中
学
校
給
食
の
実
施

◆平成２７年度に定めた中学校給食
実施の方針に基づき、平成２８年度
に本市に適した実施方式を決定す
る。実施方式決定後は、中学校給食
の実施に向けた取り組みを行う。

◆平成２７年度は、庁内検討委員会での
検討や有識者との懇談、先進市への視
察、児童・生徒および保護者へのアン
ケートを実施し、それらの結果を踏まえ
て、中学校給食を実施する方針を定め
た。

当
初
実
行
計
画

◆実施方式の検討、決定 ◆準備・実施

未
来
を
担
う
人
材
を
育
成
し
、

教
育
環
境
の
一
層
の
充
実
を
図
り
ま
す

- 7 -



平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度 担当課

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

政策１　　　　ずっと安心　＜草津の教育・福祉政策＞

今後の取り組みの方向性

予算額 8.0百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 0.5百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 103.0百万円 ※※※ ※※※ ※※※

学
校
政
策
推
進
課

長
寿
い
き
が
い
課
・
介
護
保
険
課

生
涯
学
習
課

◆地域・学校にネットワークのある
地域コーディネーターを全小学校に
配置することで、より多くの大人が
事業にかかわり、経験をともにする
子どもの豊かな学びにつなげてい
く。

◆市内全小学校へコーディネー
ター配置

◆コーディネーター研修、情報交
換会等による意識・情報共有

当
初
実
行
計
画

◆継続実施

◆継続実施

19

児
童
の
安
全
見
守
り

体
制
の
強
化

◆市内全小中学校の児童生徒の保護
者に各校の一斉メール配信システム
への登録を依頼し、天候不良等によ
る急な下校時刻・行事予定の変更や
不審者情報等を提供することで、危
機管理意識を高め、児童生徒の安全
を守る。

◆授業やクラブ活動などを通じて、子ど
もと地域の大人がかかわることで、子ど
もの豊かな経験と大人の社会参加を促
し、ともに学ぶ機会を創出してきた。

◆平成２７年度において、モデルとして
市内７小学校へ地域コーディネーターを
配置した結果、地域の大人の参加者が増
えるなど一歩広がりをみせた。

当
初
実
行
計
画

◆市内全小中学校の児童生徒の保
護者の登録促進

18

地
域
協
働
合
校
の
取
り
組
み
推

進

20

く
さ
つ
版
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築

◆平成３０年度に（仮称）在宅療養
支援センターの開設を目指し、専門
職の配置、医師会等との多職種連
携、市民啓発を進め支援センターの
機能整備を図る。

◆支援を必要とする高齢者が、住み
慣れた地域で自立した生活を営み介
護予防を図るため短期集中予防サー
ビス（通所・訪問一体型）事業を実
施する。

◆介護保険事業計画に基づき、市が
選定した法人が行う施設整備事業に
対し、補助金を交付する。

◆在宅療養・介護に関係する者で会議を
開催し、多職種間の関係づくりを進めて
いる。

◆新規事業

◆市内に特別養護老人ホーム（広域型）
５施設（３９５床）、地域密着型特別養
護老人ホーム（小規模型）５施設（１２
６床）、グループホーム８事業所（１２
８室）、小規模多機能型居宅介護事業所
６事業所（１６３人定員）、認知症対応
型デイサービス事業所５事業所が整備さ
れ、それぞれのサービスを提供してい
る。

◆開設

◆継続実施

◆施設・事業
所の選定

◆継続実施

◆施設・事業
所の整備

◆平成２２年度より一斉メール配信シス
テムを導入し、不審者情報等をより迅速
かつ広範に発信することが可能となり、
登下校時の保護者の不安解消、教職員の
負担軽減が図れた。

◆(仮称)在宅療養支援センター開
設準備

◆短期集中予防サービスモデル事
業実施

◆施設・事業所の整備

◆実施

◆施設・事業
所の整備検討

当
初
実
行
計
画

◆継続実施

未
来
を
担
う
人
材
を
育
成
し
、

教
育
環
境
の
一
層
の
充
実
を
図
り
ま
す

高
齢
者
を
支
え
る
仕
組
み
づ
く
り
と
介
護
の
充
実
を
図
り
ま
す
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平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度 担当課

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

政策１　　　　ずっと安心　＜草津の教育・福祉政策＞

今後の取り組みの方向性

予算額 153.0百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 13.9百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 2.7百万円 ※※※ ※※※ ※※※

長
寿
い
き
が
い
課
・
介
護
保
険
課

長
寿
い
き
が
い
課

長
寿
い
き
が
い
課

◆平成３０年度の（仮称）在宅療養
支援センターの開設を目指し、専門
職の配置、医師会等との多職種連
携、市民啓発を進め支援センターの
機能整備を図る。(再掲）

◆おむつの助成事業を継続実施す
る。

◆ナイトデイサービス事業を継続実
施する。

◆支給限度額上乗せサービス事業を
継続実施する。

◆新たな介護サービス利用者負担助
成に関して検討を行う。

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施

◆開設

◆実施

◆継続実施

◆継続実施

22

認
知
症
対
策
の
推
進

◆認知症の人やその家族を訪問し、
包括的・集中的に支援を行う認知症
初期集中支援チームを設置し、早期
に適切な支援を行い、自立生活をサ
ポートする。

◆認知症サポーター養成講座等で予
防について啓発する。また、認知症
を理解し閉じこもりを防止する「脳
活教室」のリーダーを養成し、地域
の通いの場で取り組まれるよう啓発
する。

◆新規事業

◆認知症サポーター養成講座の開催体制
の充実を図り、サポーター数が増加し
た。
脳活教室のリーダーを23名養成し、通
いの場(サロン等)で活躍できる素地がで
きた。

当
初
実
行
計
画

21

在
宅
介
護
の
支
援

◆介護予防サポーターポイント制
度の実施

◆対象範囲・活動先等の検討・拡
大

◆継続実施

◆実施 ◆継続実施

◆在宅療養・介護に関係する者で会議を
開催し、多職種間の関係づくりを進めて
いる。

◆平成25年度から、入院中の対象者の
方にも紙おむつの給付または助成を行え
るよう拡充を図った。

◆平成１６年６月１日から、ナイトデイ
サービス事業を実施している。

◆平成２２年１０月１日から、支給限度
額上乗せサービス事業を実施している。

◆新規事業

当
初
実
行
計
画

◆(仮称)在宅療養支援センター開
設準備

◆おむつ助成事業の実施

◆ナイトデイサービス事業の実施

◆支給限度額上乗せサービス事業
の実施

◆新たな介護サービス利用者負担
助成の検討

◆認知症初期集中支援チームの設
置

◆認知症サポーター養成講座の継
続
脳活教室を実施する通いの場（サ
ロン等）の増加

◆継続実施

◆継続実施

23

元
気
シ
ニ
ア
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
ポ
イ
ン
ト
制
度
の
創
設

◆介護予防サポーターポイント制度
を創設し、高齢者の社会参加、いき
がいづくりを促進するとともに、介
護予防の推進を図る。

◆新規事業

当
初
実
行
計
画

高
齢
者
を
支
え
る
仕
組
み
づ
く
り
と
介
護
の
充
実
を
図
り
ま
す

- 9 -



平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度 担当課

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

政策１　　　　ずっと安心　＜草津の教育・福祉政策＞

今後の取り組みの方向性

予算額 11.0百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 125,8百万円 ※※※ ※※※ ※※※

長
寿
い
き
が
い
課

予
防
医
療
の
推
進

◆がんの早期発見、早期治療につな
げるため、検診の動機づけと検診の
方法について、より効果の高い方法
の検討を行い実施する。また、胃が
んの原因とされるピロリ菌感染胃炎
の通知を行う。

◆特定保健指導の実施率向上のた
め、参加勧奨の方法や保健指導内容
を検討し実施する。

♦４０歳から７４歳までの国民健康
保険被保険者に対し、メタボリック
シンドロームに着目した特定健康診
査を実施し、健康の保持を図る。

◆平成27年度胃がん検診の個別通知を
行い受診率が前年度より増加した。
（ピロリ菌感染胃炎の通知は新規事業）

◆平成２６年度に一定期間、積極的支援
対象者に訪問による参加勧奨を実施し実
施率が上昇した。

♦草津市特定健康診査等実施計画に基づ
き、特定健康診査の受診率向上対策とし
て、未受診者に対し、電話勧奨や受診勧
奨通知を実施した。

健
康
増
進
課
・
保
険
年
金
課

◆緊急通報システムの設置促進

◆高齢者見守りシートの活用促進

◆市独自の見守りシステムの充実
に向けた検討

◆継続実施

◆継続実施

◆実施 ◆継続実施

高
齢
者
を
支
え
る
仕
組
み
づ
く
り
と
介
護
の
充
実
を
図
り
ま
す

24

ひ
と
り
暮
ら
し
高
齢
者
の
見
守
り
・
安
否

確
認
体
制
の
構
築

当
初
実
行
計
画

◆緊急通報システムによるひとり暮
らし高齢者等の安否確認および緊急
時の対応を行う。

◆高齢者見守りシートの活用を促進
し、高齢者の見守りについて民生委
員と評価を行いより確かな体制の構
築を図る。

◆市独自システムの検討を行う。

◆緊急通報システムの設置数
　715件（平成28年2月末）

◆高齢者見守りシートを作成し、民生委
員へ活用に向けた利用説明を行った。

◆新規事業

25

当
初
実
行
計
画

◆がん検診個別受診勧奨の実施

◆胃がん検診方法の検討

◆特定保健指導対象者に対して訪
問や電話による参加勧奨の実施

◆特定保健指導参加勧奨方法や保
健指導内容の検討

◆自己負担金を廃止し、受診環境
を整備するとともに、効果的な受
診率向上対策の実施

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施

◆実施

◆実施

◆継続実施

◆継続実施

健
康
寿
命
の
延
伸
と
ウ
ェ

ル
ネ
ス
シ
テ
ィ
（

健
幸
都
市
）

へ
の
取
り
組
み
を
進
め
ま
す
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平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度 担当課

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

政策１　　　　ずっと安心　＜草津の教育・福祉政策＞

今後の取り組みの方向性

予算額 9.6百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 1.0百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 ０.1百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 15.6百万円 ※※※ ※※※ ※※※

農
林
水
産
課
・
健
康
福
祉
政
策
課
・
健
康
増
進
課

商
工
観
光
労
政
課

障
害
福
祉
課

障
害
福
祉
課

26

ウ
ェ

ル
ネ
ス
シ
テ
ィ
（

健
幸
都
市
）

へ
の
取
り
組
み

の
推
進

◆市民が健康で元気に幸せに暮らせ
る新しい都市モデルとして、「ウェ
ルネスシティ（健幸都市）くさつ」
を進めるため、（仮称）草津市健幸
都市基本計画を策定する。また、策
定に先駆けてキックオフシンポジウ
ムを開催し、健幸都市を宣言するほ
か、スマートウェルネスシティ首長
研究会へ参加する。

◆健康づくりの取り組みをポイント
化し一定のポイントがたまった人に
対して景品等を渡す。

◆ヘルシーレシピを、食育推進デー
に大型商業施設で配布する。

◆地産地消の推進を行う。

◆新規事業

◆新規事業

◆平成26年度より実施しており、平成
27年度には1店舗から2店舗に増やすこ
とができた。店舗からも、お客様から好
評との報告があり、地産地消の推進、野
菜摂取の大切さについて啓発ができた。

◆様々なイベントやメディアで草津産農
水産物のＰＲを実施した。

◆推進委員会の設置
◆基本計画の策定
◆健幸都市宣言とキックオフシン
ポジウムの実施
◆スマートウェルネス首長研究会
への参加

◆健康ポイント制度の実施
　（Ｈ２８年6月～）

◆ヘルシーサポート事業の実施

◆地産地消の推進

◆実施

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施

ヘ
ル
ス
ケ
ア
産
業
の

可
能
性
の
研
究

◆「健康寿命延伸産業」のサービス
の創出を図る。

◆「健康」「観光」を合わせた「ヘ
ルスツーリズム」の創出を図る。

◆新規事業

◆新規事業

当
初
実
行
計
画

当
初
実
行
計
画

◆創出が可能か、既存事業の枠組
みから検証

◆市内外の組織で検証

◆モデル事業
の実施

◆実証実験

◆実施

◆実施

◆継続実施

◆継続実施

28

「

障
害
者
差
別

解
消
法
」

の
施

行
を
迎
え
て
の

対
応
充
実

◆障害者差別の解消に向けた啓発を
行うとともに、「草津市職員対応要
領」の合理的配慮等の具体的な取り
組みを実行する。

◆広報紙への掲載、関係課会議の開催、
外部講師による講演会の開催を通じて、
障害者差別解消法の周知に努めた。

27

当
初
実
行
計
画

◆啓発、合理的配慮等の実行 ◆継続実施

29

障
が
い
者
が
安
心
し
て

暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り

◆グループホーム等の整備におい
て、国・県・民間等の補助金に加
え、市単独補助金を上乗せし、整備
促進を図る。

◆サービス等利用計画を作成し、一
人ひとりのニーズに適したサービス
を提供する。

◆グループホーム等の整備数
　平成２５年度　２か所
　平成２６年度　０か所
　平成２７年度　１か所

◆サービス等利用計画の作成件数
　平成２５年度　１７４件
　平成２６年度　５４７件
　平成２７年度　８８２件

当
初
実
行
計
画

◆補助金の交付
◆サービス等利用計画の作成

◆継続実施

健
康
寿
命
の
延
伸
と
ウ
ェ

ル
ネ
ス
シ
テ
ィ
（

健
幸
都
市
）

へ
の
取
り
組
み
を
進
め
ま
す

障
が
い
者
の
福
祉
を
充
実
し
ま
す
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平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度 担当課

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

政策１　　　　ずっと安心　＜草津の教育・福祉政策＞

今後の取り組みの方向性

予算額 ０円 ※※※ ※※※ ※※※

障
害
福
祉
課

障
が
い
者
の
福
祉
を
充
実
し
ま
す

当
初
実
行
計
画

◆市民や事業者への知識普及 ◆継続実施
30

ユ
ニ
バ
ー

サ
ル
デ

ザ
イ
ン
社
会
の
実

現
を
め
ざ
し
た
取

り
組
み

◆ユニバーサルデザインの考え方を
市民や事業者に周知し、普及を図
る。

◆広報紙を通じて、障害と障害のある人
への理解についての知識普及に努めた。

- 12 -



政策２　　　　ずっと活力　＜草津の産業・交通・地域・女性の活躍政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

予算額 36.2百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 68.0百万円 ※※※ ※※※ ※※※

担当課
施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

企
画
調
整
課
・
都
市
計
画
課
・
交
通
政
策
課

企
画
調
整
課

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

今後の取り組みの方向性

◆継続実施

◆継続実施

当
初
実
行
計
画

◆具体事業等の検討、地域再生計画
の策定

◆立地適正化計画の策定

◆計画策定に向けた課題把握、調査
等実施

◆事業着手（自転車道の整備に係る
関係機関会議等）

◆継続実施

◆実施

◆実施

◆実施

◆実施

◆実施

◆継続実施

◆草津市まち・ひと・しごと創生総
合戦略に位置づける事業のうち、先
駆的な取組の推進を図り、まちの活
性化の実現を目指す。また、企業版
ふるさと納税の活用を図る。

◆公共交通網で結ばれたコンパクト
な都市構造を目指し、より安心して
暮らせる居住環境の確保や充実した
都市機能の誘導を図る。

◆市民・事業者・行政の協働・連携
強化、公共交通ネットワークの再編
を図るため、草津市地域公共交通網
形成計画を策定する。

◆草津駅、南草津駅周辺の利用環境
の改善に向けた調査および対策を実
施する。

◆自転車ネットワーク計画に基づい
た事業を実施する。

32

◆新規事業

◆新規事業

◆平成２５年度草津市総合交通戦略を策
定。新交通システム導入に向けた検討を
実施。

◆平成２７年度草津市自転車安全安心利
用促進計画を策定。

ふ
る
さ
と
「

く
さ
つ
」

の
シ

テ
ィ

セ
ー

ル
ス

◆草津市シティセールス戦略基本プ
ランに基づき事業を展開する。

◆企業版ふるさと寄附およびクラウ
ドファンディングについての展開を
戦略的に実施する。

◆シティセールスの推進にあたり、平成
２４年度は「発掘期」として、平成２５
年度は「認知期」として、平成２６年度
からは「展開期」として具体的な事業展
開を行っている。このような中で平成２
６年度には、市制６０周年記念事業を展
開した。

◆新規事業

当
初
実
行
計
画

◆継続実施

◆継続実施
31

コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ

・
プ
ラ
ス
・
ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
の
ま
ち
づ
く

り

◆戦略基本プランの後期見直し

◆企業版ふるさと寄附およびクラウ
ドファンディングの検討

市
街
地
、

周
辺
部
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
特
性
を
生
か
し
た
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
、

魅
力
と
活
力
を
高
め
ま
す
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政策２　　　　ずっと活力　＜草津の産業・交通・地域・女性の活躍政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
担当課

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

今後の取り組みの方向性

予算額 28.0百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 ０円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 71.2百万円 ※※※ ※※※ ※※※

建
築
課
・
住
宅
課

企
画
調
整
課

ま
ち
な
か
再
生
課

◆実施

◆継続実施

◆継続実施

34

草
津
市
へ
の
移
住

支
援

◆住まいや仕事、子育てなどさまざ
まな支援策に関する情報の発信や、
地域資源や文化などの草津らしい魅
力を効果的に打ち出すことで、移
住・交流を促進するとともに、持続
可能なまちであり続けることを目指
す。

◆市ホームページなどにより、市の施策
や地域資源などについて公表している。

当
初
実
行
計
画

◆草津川跡地テナントミックス事業
の推進

◆中心市街地活性化協議会と連携し
た取り組みの実施

35

中
心
市
街
地
活
性
化
基
本

計
画
の
推
進

◆継続実施◆効果的な情
報発信

◆実施

◆庁内連絡会議設置
◆市内空き家等の実態調査
◆空き家等対策計画の策定
◆空き家等対策協議会の設置
◆（仮）空き家バンク設置

◆草津市住宅マスタープランの改定

◆情報発信する支援策の把握・取り
まとめ

◆継続実施

◆継続実施

◆実施

◆民間賃貸住
宅の空室活用
の促進

33

空
き
家
対
策
な
ど
の
住
宅
政
策

◆新規事業

◆滋賀県主催の協議会にて「滋賀県あん
しん賃貸ネット」による住宅困窮者への
居住支援を実施している。

◆今後増えることが予想される空き
家・空地・空室（空き家等）につい
て、実態等の調査を行い、草津市の
現状を分析し、対策計画を策定する
とともに、空き家等をまちづくりの
資源と捉え、リノベーションを含め
た利活用を進める。

◆住宅に困窮される市民への住宅供
給の中で、民間賃貸住宅の空き室活
用を促進する。

◆草津市中心市街地活性化基本計画
に基づく事業を展開し、中心市街地
の魅力と活力を高める。

当
初
実
行
計
画

◆草津まちづくり株式会社が実施する各
種テナントミックス事業によって商業に
よる賑わいが創出されつつある。
　
◆中心市街地活性化協議会において、回
遊性を高めることを目的に実施された
「草津まちイルミ」等の各種イベントを
支援し、中心市街地を活性化させてい
る。

当
初
実
行
計
画

市
街
地
、

周
辺
部
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
特
性
を
生
か
し
た
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
、

魅
力
と
活
力
を
高
め
ま
す
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政策２　　　　ずっと活力　＜草津の産業・交通・地域・女性の活躍政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
担当課

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

今後の取り組みの方向性

予算額 2,170.0百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 5.9百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 55.0百万円 ※※※ ※※※ ※※※

都
市
計
画
課

道
路
課

草
津
川
跡
地
整
備
課

38

都
市
計
画
道
路
網
整
備
の

推
進

◆平成２７年４月に供用を開始した都市
計画道路大江霊仙寺線（川ノ下工区）を
整備し、草津駅西地区から南草津駅西地
区までの交通アクセスの充実を図った。

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施◆道路設計、家屋等補償調査

◆実施

草
津
川
跡
地
の
整
備

◆本市の中央部に残された貴重な空
間である草津川跡地の有効活用を図
る。

◆南草津駅周辺の交通渋滞の緩和お
よび大津方面への交通アクセスの確
保を図るため、市内を通る主要な幹
線道路である都市計画道路大江霊仙
寺線（南笠工区）の整備を行う。

当
初
実
行
計
画

当
初
実
行
計
画

当
初
実
行
計
画

◆宿場町としての街並み景観を形成
し、魅力あるまちづくりを進めるた
め、本町通りでの無電柱化の実施に
ついて検討を進める。

◆屋外広告物の適正な設置等によ
り、質の高い都市景観の創造や歴史
的街並み等の保全を図る。

◆供用開始

◆区間３・４
の整備に向け
た検討等

◆事業着手検
討

◆事業着手検
討

◆事業着手

◆事業着手

◆平成25年度に無電柱化の方策につい
て調査を行った。

◆無電柱化事業を検討する地域の住民を
主体とした検討委員会が発足し、景観形
成重点地区の指定と併せて検討を進め
た。

◆平成25年施行の草津市屋外広告物条
例に基づき、屋外広告物の適正化に向け
た指導を行った。

◆区間２、区間５の整備工事

◆区間６
　基本設計、関係機関との調整

◆区間R1
　基本設計、関係機関との調整

◆無電柱化の検討
　電線管理者との事前協議

◆屋外広告物許可審査
　違反広告物簡易除却活動等

◆平成２４年度に策定した「草津川跡地
利用基本計画」に基づき、これまで、事
業用地の取得、基本設計・実施設計の策
定、造成等工事を推進した。

37

景
観
ま
ち
づ
く
り

市
街
地
、

周
辺
部
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
特
性
を
生
か
し
た
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
、

魅
力
と
活
力
を
高
め
ま
す

未
来
に
向
け
て
、

ま
ち
づ
く
り
基
盤
整
備
を
進
め
ま
す

36
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政策２　　　　ずっと活力　＜草津の産業・交通・地域・女性の活躍政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
担当課

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

今後の取り組みの方向性

予算額 ０円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 2,170.0百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 ０円 ※※※ ※※※ ※※※

都
市
計
画
課

草
津
川
跡
地
整
備
課

都
市
計
画
課

◆継続実施
当
初
実
行
計
画

◆県河川整備関係機関への要望活動◆草津川上流部を含めた一級河川の平地
化等については、草津川放水事業が進め
られていた平成１１年度以降、滋賀県に
対し要望をした結果、滋賀県の「甲賀・
湖南圏域河川整備計画」において、調査
検討および整備時期検討に位置付けられ
たが、本市の要望である早期事業の実施
について、毎年、要望している。

草
津
川
跡
地
の
整
備

国
道
１
号
線
バ
イ
パ
ス

（

山
手
幹
線
）

の
国
・
県

で
の
整
備
促
進

◆山手幹線が国道1号のバイパス機
能を有することから、大津湖南地域
の交通渋滞緩和と周辺幹線道路の
ネットワーク化を向上させるため、
山手幹線の整備促進を要望する。

◆これまで山手幹線の整備については、
明確な整備時期が定まっていなかった
が、過去の要望活動の成果が実り、大津
湖南地域幹線道路整備促進協議会の平成
２７年度の滋賀県要望時に、平成３６年
に開催される国民体育大会までに整備を
行うとの回答を得た。

41

草
津
川
上
流
部
等
の
平

地
河
川
化
等
の
整
備
促

進

◆大雨災害時、甚大な被害が予想さ
れる一級河川の被害を未然に防ぐと
ともに、流域内の抜本的な治水対策
を図るため、改修を要望する。

40

当
初
実
行
計
画

◆平成２４年度に策定した「草津川跡地
利用基本計画」に基づき、これまで、事
業用地の取得、基本設計・実施設計の策
定、造成等工事を推進した。

当
初
実
行
計
画

◆区間２、区間５の整備工事

◆区間６
　基本設計、関係機関との調整

◆区間R1
　基本設計、関係機関との調整

◆供用開始

◆区間3・４
の整備に向け
た検討等

◆事業着手検
討

◆事業着手検
討

◆継続実施◆国・県への要望活動

◆事業着手

◆事業着手

◆本市の中央部に残された貴重な空
間である草津川跡地の有効活用を図
る。

未
来
に
向
け
て
、

ま
ち
づ
く
り
基
盤
整
備
を
進
め
ま
す

39
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政策２　　　　ずっと活力　＜草津の産業・交通・地域・女性の活躍政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
担当課

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

今後の取り組みの方向性

予算額 16.0百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 0.7百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 ０.1百万円 ※※※ ※※※ ※※※

都
市
計
画
課

生
涯
学
習
課
・
ス
ポ
ー

ツ
保
健
課

障
害
福
祉
課
・
建
築
課
・
道
路
課

◆景観まちづくり支援
　　まちあるき、スケッチ等
　　重点地区準備会への支援

◆びわこ大津草津景観推進協議会
　　大津市との協議・普及啓発

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施

◆基本計画
　策定調査

当
初
実
行
計
画

ふ
る
さ
と
草
津
の
心
を
育
む
景

観
づ
く
り

◆継続実施

44

文
化
・
芸
術
・
ス
ポ
ー

ツ
に
触
れ
る
機
会
の
推
進

◆市の責務ならびに市民、学校およ
び団体などの役割を明らかにすると
ともに、本市の文化振興のための基
本理念および基本施策を定めた条例
を制定する。

◆文化施策を総合的、計画的に推進
するために必要な事項を定めた（仮
称）文化振興計画を策定する。

◆平成２８年度から３２年度を計画
期間とする「草津市スポーツ推進計
画」の取り組みを進めていく。な
お、計画の実現に向け、点検・評価
手法（ＰＤＣＡサイクル）を確立さ
せていく。

◆新規事業

◆新規事業

◆平成２3年4月に「草津市スポーツ振
興計画」を策定し、その計画に基づき、
スポーツ実施率等の向上の取り組みを進
めた。その後、東京オリンピック・パラ
リンピックや平成３６年の滋賀県におけ
る国民体育大会の開催予定など、スポー
ツを取り巻く環境の変化による新たな課
題に対応するため、平成２８年３月に
「草津市スポーツ推進計画」を策定し
た。

◆条例制定

◆計画策定

◆継続実施

◆条例制定準備

◆計画策定準備

◆計画に基づく事業実施
（随時、点検・評価）

◆実施 ◆継続実施当
初
実
行
計
画

◆草津市の景観の特性や魅力を生か
した、住みよいまちづくりの実現に
向けて、景観に対する意識や関心の
向上を図るため、普及啓発活動を継
続的に行う。

◆びわこ大津草津景観基本計画の策
定に向けて大津市と協議を進める。

◆地域の景観づくりの機運の醸成によ
る、景観形成重点地区準備会の発足（１
地区）

◆平成2５年　大津市と地方自治法に基
づく協議会の設置（連絡調整協議会）

◆市民や事業者への知識普及

◆道路設計

当
初
実
行
計
画

ユ
ニ
バ
ー

サ
ル
デ
ザ
イ
ン
の
推

進

◆ユニバーサルデザインの考え方を
市民や事業者に周知し、普及を図
る。

◆「草津市バリアフリー基本構想」
に基づき、草津駅周辺の歩道のバリ
アフリー化（段差改善、勾配改善
等）を進める。

◆広報紙を通じて、障害と障害のある人
への理解についての知識普及に努めた。

◆「草津市バリアフリー基本構想」に基
づき、草津駅周辺の歩道のバリアフリー
化（段差改善、勾配改善等）を進めてき
た。

未
来
に
向
け
て
、

ま
ち
づ
く
り
基
盤
整
備
を
進
め
ま
す

地
域
に
豊
か
な
学
び
を
創
り
ま
す

（

文
化
・
芸
術
・
ス
ポ
ー

ツ
）

42

43
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政策２　　　　ずっと活力　＜草津の産業・交通・地域・女性の活躍政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
担当課

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

今後の取り組みの方向性

予算額 2,162.3百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 0円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 22.4百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 1.8百万円 ※※※ ※※※ ※※※

公
園
緑
地
課
・
ス
ポ
ー

ツ
保
健
課

商
工
観
光
労
政
課
・
文
化
財

保
護
課

商
工
観
光
労
政
課
・
文
化
財
保
護
課

商
工
観
光
労
政
課

当
初
実
行
計
画

◆地域の資源を活用した観光の推進

◆観光産業化に向けた検証

◆継続実施

48

淡
水
真
珠
な
ど
の
観
光

産
業
化

◆淡水真珠やホンモロコ、烏丸蓮根
等、地域素材の観光産業化に向けた
検証を行う。

◆志那三郷の藤まつりやヨシ松明まつり
等の、地域の資源を活用した取り組みに
対して支援を行い誘客を図った。

当
初
実
行
計
画

47

草
津
宿
本
陣
の
拡
大
整
備

◆草津宿本陣において、観光集客の
観点でソフト事業の展開を図る。

◆史跡の構成要素の保存整備を進め
るとともに、活用等の計画を策定す
る。

◆観光ボランティアガイド協会が中心に
なって、継続的に春・秋の一般公開を実
施した。

◆関係者ならびに関係機関との調整によ
り、史跡は、市が史跡管理団体となって
いる。

当
初
実
行
計
画

◆一般公開の実施、観光ＰＲ

◆関係者・関係機関と調整

◆継続実施

◆ソフト事業の実施（華の草津宿本
陣、本陣結婚式、ライトアップ等）

◆保存修理工事

◆継続実施

◆継続実施

◆「華の草津宿本陣」の実施や、「草津
街あかり華あかり夢あかり」でのライト
アップを実施した。

◆保存修理工事が完了した地区の主要施
設について公開活用している。また、史
跡内の構成要素が調整できたものについ
て逐次、保存修理工事を実施している。

◆供用開始

当
初
実
行
計
画

45

ス
ポ
ー

ツ
ゾ
ー

ン
の

整
備

◆（仮称）野村スポーツゾーン整備
基本計画に基づく野村運動公園の再
整備の第１期事業を実施し、リ
ニューアルによるスポーツ環境の充
実を図る。

◆継続実施

◆観光ボランティアガイド協会主催
による、春と秋の一般公開の継続を
図るとともに、周辺の地域資源を含
めた観光ＰＲを行う。

◆境内の重要文化財の保存修理に向
け、関係者ならびに関係機関と調整
を図る。

◆継続実施

◆継続実施

◆保存活用計
画等の策定

◆平成２５年に（仮称）野村スポーツ
ゾーン整備基本構想、平成２６年に（仮
称）野村スポーツゾーン整備基本計画を
策定している。この計画に基づき、平成
２７年度は野村運動公園体育館の基本設
計を完了した。

◆野村運動公園再整備事業（第１
期）の実施設計・用地取得

◆工事

46

芦
浦
観
音
寺
の
保
護
・
Ｐ

Ｒ

地
域
に
豊
か
な
学
び
を
創
り
ま
す

（

文
化
・
芸
術
・
ス
ポ
ー

ツ
）

草
津
の
歴
史
・
自
然
を
学
び
、

観
光
資
源
と
し
て
保
全
・
活
用
す
る
と
と
も
に
新
た

な
観
光
資
源
を
創
造
し
ま
す
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政策２　　　　ずっと活力　＜草津の産業・交通・地域・女性の活躍政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
担当課

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

今後の取り組みの方向性

予算額 8.3百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 96.4百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 6.3百万円 ※※※ ※※※ ※※※

商
工
観
光
労
政
課

商
工
観
光
労
政
課

商
工
観
光
労
政
課
・
農
林
水
産
課

◆企業の誘致、既存企業の投資を促
進し、雇用の拡大を図る。

51

◆実施

◆継続実施

◆継続実施

◆実施

◆情報の提供
　

◆可能な適地
から随時企業
誘致

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施

◆工場等設置助成金の見直し

◆工場適地情報の集約制度構築

◆工場適地創出の検討

◆関係機関との連携・調整

◆ブランド化の推進等

◆６次産業化に取り組む生産者への
支援

◆継続実施◆平成26年度に「草津ブランド推進協
議会」を設立した。

◆平成27年度は　草津ブランドロゴ
マーク選定、６品目目【草津メロン、愛
彩菜、匠の夢（コシヒカリ）、草津産ア
スパラガス、草津あおばな、草津ホンモ
ロコ】のブランド認証、ブランドＰＲイ
ベント（草津野菜マルシェ）を開催し
た。

◆平成2６年度は、草津市６次産業化推
進事業費補助金要綱を制定した。

当
初
実
行
計
画

◆工場等設置助成金により、企業の誘
致、投資の促進を行い、雇用の拡大を
図った。

草
津
ブ
ラ
ン
ド
の
事
業
化

◆土産物、工芸品等の販路拡大に向
けたブランディングについても農水
産物ブランドと連携して取り組む。

◆農水産物のブランド化の推進【ブ
ランド認証、ブランド認証品目のＰ
Ｒ、イベント実施】を実施する。

◆６次産業化に取り組む農水産物の
生産者に対して支援を行う。

当
初
実
行
計
画

雇
用
の
拡
大

◆創業を促進することによって、地
域経済の活性化を図る。

◆創業準備者に必要とされている伴
走型の相談者（コーディネータ）を
新設し、「草津市において創業した
い」という人の支援を行う。

◆継続実施

◆継続実施

◆第二創業の
促進

◆継続実施

創業支援事業
計画が平成３
０年度で終
了。
各事業の再編

◆平成２６年度に創業支援事業計画の認
定を受け、大津市および特定連携創業支
援事業者とともに創業者を支援する事業
を実施している。

◆新規事業

当
初
実
行
計
画

◆創業支援事業計画の推進

◆創業コーディネータ事業を創設

創
業
支
援
に
よ
る
雇
用
創
出

50

産
業
を
育
成
・
支
援
し
、

地
域
経
済
の
活
性
化
と
雇
用
の
創
出
を
図
り
ま
す

49
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政策２　　　　ずっと活力　＜草津の産業・交通・地域・女性の活躍政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
担当課

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

今後の取り組みの方向性

予算額 2.5百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 0円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 167.3百万円 ※※※ ※※※ ※※※

ま
ち
づ
く
り
協
働
課
・
商
工
観
光
労
政

課
・
社
会
福
祉
課
・
子
ど
も
子
育
て
推
進

室

企
画
調
整
課

ま
ち
づ
く
り
協
働
課

◆継続実施

◆新たな中間
支援組織の指
定・活用

◆継続実施
（中間組織の
活用）

◆まちづくり協議会の総合的支援

◆新たな中間支援組織の検討

◆まちづくり協議会に対し、地域一括交
付金等の財政支援のほか、各種支援を
行った。54

大
規
模
空
閑
地
の
利

活
用

◆市有地等の大規模空閑地の利活用
について、個々の土地の課題整理を
行い、公共利用や処分を含めた民間
活用が可能かどうかの検討を行い、
利活用を実施する。

◆新規事業

当
初
実
行
計
画

協
働
の
ま
ち
づ
く
り

◆まちづくり協議会を中心とした自
立的な地域づくりが進むよう総合的
な支援に取組む。

◆教育および産業分野をコーディ
ネートする中間支援組織について検
討し、指定する。

◆まちづくり協議会への情報提供や
活動場所の提供等、必要な支援を行
う。

◆ソーシャルビジネス、コミュニ
ティビジネスの促進を図る。

◆商工観光労政課における「草津市
コミュニティビジネス育成費補助
金」の周知、育成支援に係り、各福
祉関係団体等からの相談に応じ、補
助制度に繋げる。

◆平成２６年度に「草津市コミュニティ
ビジネス育成費補助金」を創設し、これ
まで、平成２６年度１件、平成２７年度
１件の補助を行った。

◆各福祉関係団体等からの相談に応じ、
草津市コミュニティビジネス育成の補助
制度に繋げるよう努めた。

当
初
実
行
計
画

◆まちづくり
協議会への活
動場所提供
等、必要な支
援

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施◆利活用方法の検討
◆利活用の実施

当
初
実
行
計
画

◆ソーシャルビジネスやコミュニ
ティビジネスの情報をまちづくり協
議会へ提供

◆草津市コミュニティビジネス支援
制度の周知、補助金交付支援、相談
支援等

52

ソ
ー

シ
ャ

ル
ビ
ジ
ネ
ス
や
コ
ミ
ュ

ニ

テ
ィ

ビ
ジ
ネ
ス
の
創
出
・
育
成

53

市
民
と
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
ま
す

産
業
を
育
成
・
支
援
し
、

地
域
経
済
の
活
性
化
と
雇
用
の
創
出
を
図
り
ま
す
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政策２　　　　ずっと活力　＜草津の産業・交通・地域・女性の活躍政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
担当課

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

今後の取り組みの方向性

予算額 2,107.4百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 5.6百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 0円 ※※※ ※※※ ※※※

拠
点
施
設
整
備
室

草
津
未
来
研
究
所

ま
ち
づ
く
り
協
働
課

57

地
域
活
動
等
の
ポ
イ

ン
ト
シ
ス
テ
ム

◆ポイント制度の受け入れが可能な
ところから順次取り組みが進むよう
支援する。

◆平成２７年度に笠縫市民センターの改
築工事に着手した。

◆平成２５年度に（仮称）市民総合交流
センターの整備に向けた基本構想を策定
し、平成２６年度に基本計画・基本設
計、平成２７年度に実施設計を完了し
た。

◆笠縫市民センター整備事業

◆常盤市民センター整備に向けた設
計

◆（仮称）市民総合交流センターの
管理運営計画の検討

◆工事

◆工事

◆制度設計

◆継続実施

◆成功事例の調査研究 ◆実施支援 ◆継続実施

◆平成24年度「南草津のまちづくりに
関する調査研究報告書」、平成26年度
「大学と地域の連携に関する調査研究報
告書」により、サードプレイス機能（居
心地のいい居場所）とアーバンデザイン
機能を併せ持つ大学等との連携拠点の必
要性の提言があった。
　平成27年度は大学等との連携拠点を
検討するため、大学地域連携強化プラン
懇話会を開催した。
　また、市民とともにくさつの未来を語
り、実践につなげる仕組みを検討するた
め、未来創造セミナーを実施した。

当
初
実
行
計
画

◆開設・運営

当
初
実
行
計
画

◆新規事業

当
初
実
行
計
画

◆継続実施

◆各市民セン
ター整備に向
けた検討

◆継続実施

56

ア
ー

バ
ン
デ
ザ
イ
ン
セ
ン
タ
ー

の
設
立

♦産学官民連携のプラットホーム構
築を目指す、（仮称）アーバンデザ
インセンターびわこ・くさつを開設
する。

◆建築年度が古く、施設自体の老朽
化が進んでいる市民センターの整備
を順次行う。

◆老朽化が著しい公共施設等を集積
させ、加えて、子育て支援の空間や
多世代交流ができる空間等を設ける
ことにより、中心市街地に人、も
の、情報等が集まり、多くの市民が
活用しやすく交流できる複合施設を
整備する。

55

協
働
ま
ち
づ
く
り
拠
点
施
設
の
機
能
充

実

市
民
と
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
ま
す
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政策２　　　　ずっと活力　＜草津の産業・交通・地域・女性の活躍政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
担当課

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

今後の取り組みの方向性

予算額 2.5百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 0.3百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 2.8百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 0円 ※※※ ※※※ ※※※

健
康
増
進
課

男
女
共
同
参
画
室
・
職
員
課
・

商
工
観
光
労
政
課

男
女
共
同
参
画
室

男
女
共
同
参
画
室

58

女
性
の
チ
ャ

レ
ン
ジ
応
援

◆女性の活躍の場と機会を広げてい
くため、女性の能力開発や起業支援
などを図るとともに、女性の意思決
定の場・機関への参画・登用などを
推進する。

◆就職につながる資格教育訓練費を
対象に補助金を交付する。

◆くさつ女性活躍応援事業として女性の
社会進出を総合的に支援を行った。
・記念講演開催
・女性の起業塾開催

◆セーフティネット事業として、資格教
育訓練費を対象とした補助金の交付実績
はなかった。

◆女性の社会進出を総合的に支援す
る事業の実施

◆資格教育訓練費を対象とした補助
要件の見直し・運用

当
初
実
行
計
画

◆継続実施

◆継続実施

◆新規事業

当
初
実
行
計
画

◆事業者に対してワーク・ライフ・
バランス推進を推奨するとともに、
女性の活躍推進のために、経営者・
管理職等の意識改革を行う事業を実
施する。

59

男
性
の
家
庭
生
活
で
の

主
体
的
参
画

女
性
の
活
躍
を
推
進
し
ま
す

◆意識改革を行う事業の実施 ◆継続実施

60

Ｄ
Ｖ
対
策
、

ハ
ラ
ス

メ
ン
ト
の
防
止

◆ＤＶ相談等に対応できる女性の総
合相談窓口を設置し、ワンストップ
支援体制による支援を図る。

◆平成27年度より女性の総合相談窓口
を開設した。

◆平成26年度13件→平成27年度57件
に相談件数が約4倍に増加した。

当
初
実
行
計
画

61

生
涯
を
通
じ
た
女
性
の

健
康
支
援

◆子宮頸がん・乳がん検診の自己負
担金軽減やライフステージに応じた
女性特有の問題に関する健康教育等
を実施し、女性の健康支援を充実す
る。

◆新規事業

当
初
実
行
計
画

◆子宮頸がん・乳がん自己負担金軽
減に関する検討

◆女性特有の問題に関する健康教育
の検討

◆実施

◆実施

◆継続実施

◆継続実施

◆女性の総合相談窓口の設置 ◆継続実施
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政策３　　　　ずっと安全　＜草津の環境・防災・防犯政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

予算額 1,004.2百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 15.1百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 390.2百万円 ※※※ ※※※ ※※※

今後の取り組みの方向性
担当課

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

危
機
管
理
課
・
社
会
福
祉
課
・
建
築
課
・
上
下
水
道
施
設
課
・
ロ
ク
ハ
浄
水
場

危
機
管
理
課

河
川
課

防
災
体
制
を
強
化
、

災
害
対
策
を
進
め
ま
す

64

水
害
対
策

◆大雨による家屋等の浸水被害の軽
減および未然防止を図り、市民の安
全確保を目的とした雨水排水路を整
備する。

◆雨水排水路整備済区域において浸
水被害の軽減が図れている。

当
初
実
行
計
画

◆雨水排水路の整備 ◆継続実施

◆未実施学区
にて実施

◆継続実施

当
初
実
行
計
画

◆適宜民間事業所と災害応援協定を
締結

◆災害時要援護者登録制度の普及・
登録者の促進

◆道路拡幅部の分筆・登記および道
路整備

◆ロクハ浄水場新館耐震補強工事

◆配水管更新工事

◆下水道管路施設（重要管路）の耐
震診断の実施

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施

◆住民参加型総合防災訓練の実施
（笠縫東学区）

◆地域の共助の組織づくりを進め、
防災意識の向上と訓練の充実

当
初
実
行
計
画

62

地
震
対
策

◆民間の事業所との災害協定を拡充
する。

◆災害時要援護者登録制度の普及お
よび登録者の促進を図る。

◆震災時の避難経路確保を目的に、
４ｍ未満の狭あい道路において、道
路後退部の宅地等を寄附いただいた
場合、所有権移転登記と道路整備を
市が行います。

◆ロクハ浄水場耐震補強事業を実施
する。

◆配水管更新事業を実施する。

◆下水道耐震対策事業を実施する。

◆住民参加型総合防災訓練を実施し
ている。平成27年度は渋川学区にて
実施した。

◆出前講座等で必要性の啓発を行
い、１９２町内会で結成できた。

◆平成２７年度末現在、国や地方公
共団体の39団体、民間事業所等の１
４２事業所と災害協定を締結してい
る。

◆災害時要援護者登録制度につい
て、平成２３年度から町内会への情
報提供開始。平成２７年７月１日現
在、３３４４人が登録している。ま
た、関係課および各地域の民生委
員、町内会と協力し、要援護者の登
録を進めた。

◆平成24年度から平成２７年度の４
か年の間に、９８ｍの狭隘道路整備
を実施した。

◆ロクハ浄水場旧館耐震補強・配水
池耐震補強、緊急遮断弁の設置を実
施した。

◆中大口径管を中心に配水管更新工
事を継続して実施した。

◆下水道施設の耐震診断を実施する
とともに、下水道業務継続計画
（BCP）を策定した。

自
助
・
共
助
の
取
り
組
み

◆住民参加型総合防災訓練の実施

◆地域の共助の組織づくりを進める
ため、自主防災組織へ資機材整備助
成を行い、組織の促進・充実を図
る。

63

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）
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政策３　　　　ずっと安全　＜草津の環境・防災・防犯政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

今後の取り組みの方向性
担当課

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

予算額 2,170.0百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 530.1百万円 ※※※ ※※※ ※※※

草
津
川
跡
地
整
備
課

交
通
政
策
課
・
道
路
課

防
災
体
制
を
強
化
、

災
害
対
策
を
進
め
ま
す

交
通
事
故
や
犯
罪
発
生
件
数
を
削
減
し
、

安
全
を
守
り
ま
す

交
通
事
故
発
生
件
数
の
削
減

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施

◆交通安全教室についての周知チラ
シの配布や、人形や寸劇を用いた親
しみやすい内容の教室の開催等、地
道な活動を行った結果、平成２１年
度の「わかばチーム」が発足して以
降、実施回数および参加人数を大幅
に増加させることができた。

◆平成26年度に自転車安全安心利用
指導員２名を配置し、各種啓発活動
および自転車安全安心利用教室を実
施することで、自転車利用者に対し
て自転車の安全利用等について広く
市民に周知させることができた。

◆事故発生件数については、平成２
１年度以降減少傾向にある。

◆教育委員会等の関係機関と連携し
ながら、通学路の安全対策（道路の
改良、歩道の整備、路側帯のカラー
舗装の整備など）を進めてきた。

当
初
実
行
計
画

◆区間２、区間５の整備工事

◆区間６
　基本設計、関係機関との調整

◆区間R1
　基本設計、関係機関との調整

◆供用開始

◆区間３・４
の整備に向け
た検討等

◆事業着手検
討

◆事業着手検
討

◆事業着手

◆事業着手

65

草
津
川
跡
地
の
整
備

（

災
害
時
の
活
用
）

◆本市の中央部に残された貴重な空
間である草津川跡地の有効活用を図
る。

◆平成２４年度に策定した「草津川
跡地利用基本計画」に基づき、これ
まで、事業用地の取得、基本設計・
実施設計の策定、造成等工事を推進
した。

当
初
実
行
計
画

66

◆自転車安全安心利用指導員増員
（4名）による、各種啓発活動およ
び自転車安全安心利用教室の強化

◆各種交通安全教室における内容の
充実化

◆道路設計、道路工事等

◆交通安全教室や自転車安全安心利
用教室、高齢者師範学校などの交通
安全教育に関する機会の提供と、交
通安全運動をはじめとする関係機関
と連携した街頭啓発等を行い、市民
に交通安全の周知徹底を図る。

◆「草津市通学路交通安全対策実施
プログラム」に基づき、教育委員会
等の関係機関と連携しながら、通学
路の安全対策（道路の改良、歩道の
整備、路側帯のカラー舗装の整備な
ど）を進める。
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政策３　　　　ずっと安全　＜草津の環境・防災・防犯政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

今後の取り組みの方向性
担当課

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

予算額 9.4百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 0.8百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 2,170.0百万円 ※※※ ※※※ ※※※

公
園
緑
地
課

草
津
川
跡
地
整
備
課

危
機
管
理
課

交
通
事
故
や
犯
罪
発
生
件
数
を
削
減
し
、

安
全
を
守
り
ま
す

当
初
実
行
計
画

◆区間２、区間５の整備工事

◆区間６
　基本設計、関係機関との調整

◆区間R1
　基本設計、関係機関との調整

69

草
津
川
跡
地
の
整
備

◆本市の中央部に残された貴重な空
間である草津川跡地の有効活用を図
る。

◆平成２４年度に策定した「草津川
跡地利用基本計画」に基づき、これ
まで、事業用地の取得、基本設計・
実施設計の策定、造成等工事を推進
した。

◆事業着手

◆事業着手

◆ガーデニングサークル活動支援、
公共空間のガーデニング

◆草津川跡地公園へのガーデニング
エリア拡大検討

◆継続実施

◆自転車盗発生場所の傾向分析、駐
輪場における自転車盗対策、街頭啓
発

◆民間駐輪場に重点的に指導を行う
ことにより、自転車盗を削減し、草
津市全体の犯罪件数の抑止につなげ
る。

◆駅前などで街頭啓発を実施し、か
ぎ掛けへの注意喚起を行うととも
に、警察による防犯指導を実施し
た。

◆毎年10月の地域安全まちづくり月
間では、学区・地区ごとに街頭啓発
やパトロールを実施した。

当
初
実
行
計
画

68

「

ガ
ー

デ
ン
シ
テ
ィ

く
さ

つ
」

の
取
り
組
み

◆民間ボランティア団体であるガー
デニングサークルの活動を支援し、
JR草津駅、南草津駅前の公共空間
のガーデニングを継続するととも
に、新たに整備される草津川跡地の
公共空間においてもガーデニングの
取り組みを広げる。

◆平成２４年度にボランティア組織
のガーデニングサークル「グラッ
シー」を立ち上げて会員を募集し
た。ガーデニング市民講座の実施や
JR草津駅、南草津駅前にモデルガー
デンを制作し、継続的に維持管理を
して駅前の緑空間を華やかにしてい
る。

当
初
実
行
計
画

67

犯
罪
発
生
件
数
の
削
減

◆継続実施

◆供用開始

◆区間３・４
の整備に向け
た検討等

◆事業着手検
討

◆事業着手検
討

都
市
公
園
の
整
備
な
ど
、

緑
を
守
り
、

育
て
ま
す

◆継続実施

◆草津川跡地
公園での活動
実施
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政策３　　　　ずっと安全　＜草津の環境・防災・防犯政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

今後の取り組みの方向性
担当課

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

110.4百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 0.7百万円 ※※※ ※※※ ※※※

公
園
緑
地
課

環
境
課
・
学
校
政
策
推
進
課

◆工事実施◆第２次緑の基本計画で目指す都市
計画公園の整備を促進し、公園整備
率の向上を図る。

当
初
実
行
計
画

当
初
実
行
計
画

◆継続実施

未
来
の
環
境
を
守
る
取
り
組
み

71

都
市
公
園
の
整
備

70

◆都市計画公園の野路公園整備は、
平成２６年度に用地測量、境界確定
を終え、平成２７年度は１工区の事
業認可取得と併せ、実施設計を実施
した。

◆「こども環境会議」の参加団体数
は、年々増加傾向にあり、市内の環
境活動の輪が広がりを見せている。
（H13:16団体⇒H27:61団体）

◆市内全小中学校において、学校・
地域の特性、児童生徒の興味関心に
応じた環境教育に取り組み、その成
果を「草津市こども環境会議」で発
信した。
（１７／１９校）

◆こども環境会議の開催

◆事業内容の充実についての検討

◆草津市教育振興計画（第２期）に
基づく事業実施

◆環境教育の成果を草津市こども環
境会議で発信（２０／２０校）

◆継続実施

◆実施

◆継続実施

◆継続実施

都
市
公
園
の
整
備
な
ど
、

緑
を
守
り
、

育
て
ま
す

環
境
を
守
り
、

循
環
型
社
会
を
構
築
し
ま
す

◆野路公園整備事業（１工区）の用
地取得

◆継続実施

◆学校などの各主体が日頃の取り組
みを発表・交流する場として「こど
も環境会議」を開催する。また、世
代間あるいは市域外との交流につな
がるような事業内容の充実について
検討を行う。

◆市内全小中学校において、児童生
徒の主体的・体験的な環境教育を実
施することを通して、環境への意
欲・関心の高まり、環境保全に対す
る実践的な態度の育成を目指すとと
もに、学習の成果を「こども環境会
議」で発信する。
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政策３　　　　ずっと安全　＜草津の環境・防災・防犯政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

今後の取り組みの方向性
担当課

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

予算額 91.1百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 3.7百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 27.6百万円 ※※※ ※※※ ※※※

ご
み
減
量
推
進
課

総
務
課
・
環
境
課
・
交
通
政
策
課
・
道
路
課

環
境
課◆継続実施

◆資源回収活動などへの補助金交
付、ごみ問題を考える草津市民会議
と連携した市民への啓発活動、事業
所への啓発指導

◆家庭系ごみについては、平成２３
年１０月に古紙類を加えた１１種分
別への変更などを行い、事業系ごみ
については、平成２５年度からの３
年間に市内の事業所（約1,500事業
所）を訪問して、ごみの減量化・資
源化を促進した。

74

循
環
型
社
会
の
構
築

◆循環型社会の構築に向けて、草津
市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画
（改訂版）に基づき、ごみの減量
化・資源化を促進する。

◆継続実施

当
初
実
行
計
画

73

市
民
参
加
型
の
省
エ

ネ
ル
ギ
ー

対
策

◆地球温暖化対策や省エネルギー等
に関するイベントを開催した。ま
た、補助制度による省エネ、省CO2
の推進を図った。

◆実施

◆実施

◆継続実施

◆継続実施

◆継続実施

当
初
実
行
計
画

◆平成２６年度超小型EV車４台、
平成２７年度EV車（軽貨物）１台を
導入

◆市のイベントにおいて市の環境配
慮への取り組みをＰＲした。

◆イベント等を通じて、省エネや省
CO2につながる国の補助制度等の情
報提供を実施した。

◆平成２１年度「まめバス」運行を
開始し、以後、まめバスの利便性を
高めるため各種割引施策の実施して
いる。

◆市営駐車場施設を順次LEDに取替
を実施している。

◆新規事業

◆継続実施

◆補助制度の
実施

◆ＬＥＤ導入
の計画を立て
る

◆継続実施

◆継続実施

◆計画に基づ
き実施

◆地球温暖化対策や省エネルギー等
に関するイベントの開催

◆省エネルギーにつながる補助制度
の検討

72

ス
マ
ー

ト
エ
コ
シ
テ
ィ

の
推
進

◆公共施設等の照明のLED化や公
用車に電気自動車を導入することで
低炭素化社会を推進する。

◆環境に配慮した市の取り組みにつ
いて見える化を図る。また、スマー
トエコシティに係る情報収集・提供
を行うとともに実現可能性の検討を
行う。

◆「まめバス」について、新たな利
用サービスを展開するとともに、自
動車依存から公共交通機関、自転
車、徒歩といった移動手段への転換
を図る。

◆駐車場施設について、利用者が安
心に施設を利用できるよう利用環境
の整備を行う。

◆老朽化等により灯具の交換が必要
になった道路照明灯から順番に
LED灯へ交換していく。

当
初
実
行
計
画

◆公共施設等の照明の課題整理、調
査

◆電気自動車の公用車導入計画を立
てる(今年度１台導入）

◆環境に配慮した市の取り組みの見
える化を図るための準備

◆スマートエコシティに係る情報収
集および実現可能性の検討

◆まめバスの利用促進施策実施

◆市営駐車場施設の利用環境整備
（ＬＥＤ化）

◆道路照明灯交換修繕

◆地球温暖化対策や省エネルギー等
に関するイベントを開催する。ま
た、省エネルギーにつながる補助制
度の検討を行う。

環
境
を
守
り
、

循
環
型
社
会
を
構
築
し
ま
す
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政策３　　　　ずっと安全　＜草津の環境・防災・防犯政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

今後の取り組みの方向性
担当課

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

予算額 1673.8百万円 ※※※ ※※※ ※※※

廃
棄
物
処
理
施
設
建
設

室
・
ク
リ
ー

ン
セ
ン
タ
ー

◆工事

◆跡地利用、エネルギー活用検討 ◆跡地利用、
エネルギー活
用検討

◆開設

◆エネルギー
活用諸準備、
跡地利用検討

当
初
実
行
計
画

75

ご
み
焼
却
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
有
効
活
用

◆クリーンセンター更新整備工事を
着実に進める。

◆既存施設解体後の跡地利用や地域
エネルギーの有効活用に関する調査
研究等を行う。

◆平成22年度から平成25年度にか
けて環境影響評価を行い、平成26年
度に工事業者を決定し、平成27年度
より本体工事に着手した。

環
境
を
守
り
、

循
環
型
社
会
を
構
築
し
ま
す
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政策４　　　　ずっと透明　＜草津の市政・財政政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

予算額 6.6百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 24.8百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 0.3百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 ０円 ※※※ ※※※ ※※※

今後の取り組みの方向性
担当課

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

男
女
共
同
参
画
室

人
権
政
策
課
・
人
権
セ
ン
タ
ー

ま
ち
づ
く
り
協
働
課

企
画
調
整
課
・
ま
ち
づ
く
り
協

働
課

79

政
策
形
成
段
階
で
の
「

見
え

る
化
」

◆草津市市民参加条例に基づき、審議
会等の設置やパブリックコメント、タ
ウンミーティングなど、課題ごとに適
切な市民参加の手法を選択・実施する
ことにより、政策形成段階での「見え
る化」に取り組んだ。

◆草津市市民参加条例および草津市市
民参加条例施行規則を施行した。（平
成25年3月31日）

当
初
実
行
計
画

◆主要課題についてタウンミー
ティングなどを実施

◆市民参加カレンダーの作成、運
用

◆継続実施

◆継続実施

78

審
議
会
運
営
の
活
性
化

◆職員の意識改革および議論を活
性化させる環境整備を進める。

◆草津市協働のまちづくり・市民
参加推進評価委員会による達成度
の評価を行う。

◆審議会における女性比率および公募
委員比率の推移
平成25年度女性比率31%公募委員比率
4%
平成26年度女性比率39%公募委員比率
15%
平成27年度女性比率40%公募委員比率
20%

当
初
実
行
計
画

◆職員の意識改革、議論を活性化
させる環境整備

◆評価委員会による評価

◆継続実施

◆継続実施

◆「人権擁護に関する基本方針」
にかかる事業概要等を作成し、総
合的な取り組みの実施

◆各種人権啓発事業や相談事業、
社会同和教育推進事業の実施

◆継続実施

◆継続実施

77

◆継続実施

人
権
を
大
切
に
す
る
市
政
運

営

当
初
実
行
計
画

◆第3次男女共同参画推進計画（後
期計画）に基づく事業の実施

◆「人権擁護に関する基本方針」
にかかる事業概要等を作成し、総
合的な取り組みを行うとともに、
社会情勢を踏まえた基本方針の改
定に向けた協議を進める。

◆あらゆる人権問題の解決に向け
て市民への啓発を推進する。

76

◆市民組織との連携や総合行政による
取り組みにより、すべての人の基本的
人権の尊重の周知啓発が推進でき、市
民の人権意識が高まった。

◆各種人権啓発事業や町内学習懇談会
等への参加者が増加しており、人権問
題に対する市民意識が少しずつ高まっ
ている。

当
初
実
行
計
画

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

あ
ら
ゆ
る
人
の
人
権
を
尊
重
し
た
協
働
の
ま
ち
づ

く
り
を
推
進
し
ま
す

男
女
共
同
参
画
社

会
の
形
成
推
進

◆広報・ホームページ等を通じた
啓発や学習会の開催、人権を踏ま
えた教育を充実することにより、
男女共同参画の意識づくりを行
う。

◆市民の意見を反映させる取り組
みとして、主要課題などの政策形
成段階において、適切な市民参加
の手法を選択し、タウンミーティ
ングなどを実施する。

◆審議会、パブリックコメント等
の情報を集約した市民参加カレン
ダーを作成する。

◆平成22年3月に策定した「第3次草津
市男女共同参画推進計画」に基づき、
取り組みを進め、進捗管理を行った。

「

市
民
参
加
」

と
「

情
報
公
開
」

に
よ
る
市
政
運
営
を

徹
底
し
ま
す
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政策４　　　　ずっと透明　＜草津の市政・財政政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

今後の取り組みの方向性
担当課

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

予算額 5.2百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 5.2百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 46.1百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 0円 ※※※ ※※※ ※※※

経
営
改
革
室
・
総
務
課
・
財
政
課

経
営
改
革
室
・
財
政
課

職
員
課
・
経
営
改
革

室

経
営
改
革
室

83

「

財
政
規
律
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
」

の
条
例
化

◆財政規律ガイドラインを条例化
することにより、財政規律の確保
を法的に明確な形で担保し、総合
計画等に掲げる施策・事業の確実
な実行を推進しつつも、将来にわ
たって健全な財政運営の維持を図
る。

◆平成25年10月に策定した財政規律ガ
イドラインに基づき、予算・決算時に
各種指標の達成状況を公表し、各種指
標を目標値内に留めることにより、財
政規律の確保を図るとともに、健全な
財政運営の維持に努めている。

◆継続実施

◆財政規律ガイドラインの条例制
定

◆草津市公共施設等総合管理計画
に基づく公共施設マネジメントの
実施

◆公共施設の保全情報管理システ
ムの運用、建築物の点検・劣化度
調査を行い、長寿命化のための修
繕計画に反映、維持管理費の縮減
を推進

◆固定資産台帳の整備

◆継続実施

◆台帳に基づ
く統一的な基
準による財務
書類の作成・
公表

◆実施 ◆継続実施

◆継続実施◆実施

82

公
共
施
設
等
の
戦
略
的
な
維
持
管
理
・
更
新

◆平成２８年３月に策定した「草
津市公共施設等総合管理計画」に
基づき、長期的な視点に立った公
共施設等の総合的かつ計画的な管
理を行い、適正な施設マネジメン
トと財政負担の軽減・平準化を図
る。

◆「草津市ファシリティマネジメ
ント推進基本方針」に基づき、市
有建築物の情報の一元管理のため
保全情報管理システムを運用する
とともに、建築物の点検・劣化度
調査を行い、長寿命化のための修
繕計画に反映し、維持管理費の縮
減を推進する。

◆平成28年度に整備する固定資産
台帳に基づき、平成28年度決算分
から統一的な基準による財務書類
を作成し、公表する。

当
初
実
行
計
画

◆健全な財政
運営の実施

◆継続実施

当
初
実
行
計
画

◆計画の見直
し

◆継続実施

◆新規事業

◆公共施設等総合管理計画の基礎資料
となる「草津市公共施設白書」を作
成。「草津市市有建築物中長期保全計
画」を策定し、施設の長寿命化のため
の計画修繕を開始した。維持管理費縮
減の具体的方策の策定、取組みにより
維持管理費を縮減できた。

◆固定資産台帳の整備に向けて、平成
27年度において、対象資産の洗い出し
や、資産の評価方法の検討を行った。

当
初
実
行
計
画

◆第２次草津市行政システム改革
推進計画の総括

◆(仮称)第３次草津市行政システム
改革推進計画の策定

81

行
政
シ
ス
テ
ム
改
革

の
推
進

◆平成２５～２８年度を対象期間
とする、現行の「第２次草津市行
政システム改革推進計画」の総括
を行うとともに、次期計画の「(仮
称)第３次草津市行政システム改革
推進計画」（平成２９～３２年
度）を策定し、取り組みを進め
る。

◆第２次草津市行政システム改革推進
計画のアクション・プランに基づく取
り組みを進めるとともに、毎年度、市
民や学識経験者等で構成する草津市行
政システム改革推進委員会において、
計画の進捗について点検・検証を行
い、結果を公表し、改善を行ってき
た。

80

外
部
委
託
の
推
進

等
に
よ
る
業
務
の

効
率
化

当
初
実
行
計
画

◆(仮称)第３次草津市行政システム
改革推進計画の策定

◆平成２８年度に策定する「(仮称)
第３次草津市行政システム改革推
進計画」（平成２９～３２年度）
の方向性に業務の外部委託化等を
含む「ＰＰＰ(公民連携)の推進」を
位置付けて推進していく。

◆平成２５～２８年度を対象期間とす
る、第２次草津市行政システム改革推
進計画に基づく事務事業の点検等によ
り、業務の効率化に向けた取り組みを
進めてきた。

未
来
へ
つ
な
ぐ
健
全
な
行
財
政
基
盤
を
確
立
、

堅
持
し
ま
す
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政策４　　　　ずっと透明　＜草津の市政・財政政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

今後の取り組みの方向性
担当課

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

予算額 1.3百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 43.3百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 0.1百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 ０円 ※※※ ※※※ ※※※

職
員
課
・
経
営
改
革
室
・
草
津
未

来
研
究
所

職
員
課

職
員
課

広
報
課

84

職
員
の
政
策
形
成
力
の
強
化

◆概ね10年目の職員を対象に政策
形成実践研修を実施する。

◆自治大学校、滋賀県市町村職員
研修センターなどが実施する「政
策形成能力向上研修」へ派遣す
る。

◆応用力を養うための新しい研修
メニューを検討し、実施する。

◆政策形成実践研修や派遣研修の実施
により、政策提案意欲および職員力の
向上を図った。

当
初
実
行
計
画

85

民
間
専
門
家
の
活

用

◆民間人材の採用の円滑化を図る
ため、公務に有用な専門的な知識
経験等を有する者を特定任期付職
員として採用し、特定の行政課題
の処理等に積極的に活用する。

当
初
実
行
計
画

◆政策形成実践研修

◆政策形成能力向上研修への派遣

◆新しい研修メニューの検討

◆継続実施

◆継続実施

◆実施 ◆継続実施

◆特定任期付き職員の活用 ◆継続実施

86

Ｃ
Ｓ
の
向
上

◆市民満足度向上のため、CS推進
員を各所属に１名選任し、ＣＳ推
進員を対象とした研修を実施す
る。

◆ＣＳ推進員を中心に、職場研修
を実施する。

◆市民窓口アンケートを実施す
る。

◆窓口調査による外部評価を実施
する。

◆窓口サービスの現状把握のため平成
１７年度から窓口市民アンケートを実
施し、平成１９年度から市民満足度向
上への取り組みとして研修等を行った
結果、市民満足度を一定水準に保ち、
安定したサービスを提供している。

当
初
実
行
計
画

◆CS推進員の設置、職場研修

◆ＣＳ推進員の研修

◆行政内部では得られにくい高度で専
門的な知識または経験を有する職員の
継続雇用により、特定分野の課題に対
して効率的な対応や職員の意識の向上
を図った。

◆継続実施

◆窓口アン
ケート

◆外部評価

◆ＣＳ推進員
の研修

87

わ
か
り
や
す
い
冊
子

等
の
発
行

◆全庁的な冊子等の作成にかかる
マニュアルを、市民の意見も踏ま
えて作成する。また、相談・
チェック体制について、外部委託
も含めた検討を行い、実現可能な
ものから適切な手法を選択し、実
施する。

◆新規事業

当
初
実
行
計
画

◆マニュアル作成、相談・チェッ
ク体制の検討

◆相談・
チェックの実
施

◆継続実施

三
現
主
義
を
貫
き
、

職
員
力
を
高
め
、

市
民
本
位
の
サ
ー

ビ
ス
向
上
に
努
め
ま
す
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政策４　　　　ずっと透明　＜草津の市政・財政政策＞

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

今後の取り組みの方向性
担当課

施
策

事
業

事業内容
平成2７年度以前の取り組みにおける

成果や効果
平成2８年度

　　　「ずっと草津」宣言ロードマップ（策定に向けて）

予算額 0.3百万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 ０円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 409.8万円 ※※※ ※※※ ※※※

予算額 7.2百万円 ※※※ ※※※ ※※※

職
員
課

職
員
課

草
津
未
来
研
究
所

税
務
課
・
市
民
課

◆新規事業 ◆計画策定、計画に基づく取り組
み

◆継続実施

当
初
実
行
計
画

草
津
市
行
動
計
画
の

策
定

◆女性活躍推進法に基づき「草津
市特定事業主行動計画」を策定
し、計画に定める数値目標の達成
に向け、働き方改革を進め、計画
に基づく取り組みを実践する。

89

在
宅
勤
務
・
テ
レ

ワ
ー

ク
の
導
入

◆在宅勤務やテレワークの導入を
行っている国や他の自治体におけ
る先進地事例を研究・分析し、導
入に向けた課題整理を行ったうえ
で、その結果に基づき取り組む。

◆新規事業

88

当
初
実
行
計
画

◆導入に向けた課題整理 ◆結果に基づ
く取り組み

◆継続実施

90

オ
ー

プ
ン
デ
ー

タ
の
活
用

♦「草津市におけるオープンデー
タの利活用に関する調査研究」を
行う。

♦各課のオープンデータ化を促進
する。

◆平成27年度に行った「草津市のオー
プンデータのあり方に関する調査研
究」では、庁内データをオープンデー
タとして公開する方法の検討と、庁内
データによるアプリ開発を実験的に行
いデータの課題抽出をした。

91

住
民
票
な
ど
の
コ
ン
ビ

ニ
交
付

◆マイナンバーカードを用いて、
全国に展開するコンビニエンスス
トアに設置されている多機能端末
機にて年末年始を除く6時30分か
ら23時まで諸証明の発行を行うこ
とにより、利便性の向上を図る。

当
初
実
行
計
画

◆調査研究・各課照会 ◆継続実施

三
現
主
義
を
貫
き
、

職
員
力
を
高
め
、

市
民
本
位
の
サ
ー

ビ
ス
向
上
に
努
め
ま
す

◆新規事業

当
初
実
行
計
画

◆平成28年10月より諸証明のコ
ンビニ交付サービス実施

◆マイナンバーカードの普及啓発

◆継続実施
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